（要領様式第５号）
平成29年度働き盛り世代向け消費者被害防止啓発放送等業務に係る
経　費　見　積　書
平成　　年　　月　　日

住　　　　所

商号又は名称

代表者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
	項　　　　　目
	金　　　額
	積　　算　　根　　拠

	事

業

費
	
	円
	

	　　　　消　　費　　税
	円
	

	合　　　　　計
	円
	


記載上の注意事項
１　消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税業者であるかを問わず、経費見積総額の上限は、

2,700,000円（消費税及び地方消費税含む。）としてください。
２　事業者提案の部分は、積算根拠には、制作料、放送料、放送回数など具体的な内訳がわかるようにしてください。
３　管理費・諸経費等は、各事業に含めてください。

４　当該見積書を委託料支払いの際の参考とします。
